
1 

議案第７７号 

白岡市下水道条例 

 白岡市下水道条例（平成１５年白岡町条例第８号）の全部を改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 排水設備の設置等（第４条―第７条） 

第３章 排水設備等の工事の事業に係る指定（第８条―第１８条） 

第４章 公共下水道の使用（第１９条―第３６条） 

第５章 公共下水道の構造の技術上の基準等（第３７条・第３８条） 

第６章 雑則（第３９条―第４７条） 

第７章 罰則（第４８条―第５０条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、下水道法（昭和３３年法律第７９号。以下「法」と

いう。）その他の法令で定めるもののほか、市の設置する公共下水道の

管理及び使用に関し必要な事項を定めるものとする。  

（用語の定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当

該各号に定めるところによる。 

⑴ 下水及び汚水 それぞれ法第２条第１号に規定する下水及び汚水を

いう。 

⑵ 公共下水道 法第２条第３号に規定する公共下水道をいう。  

⑶ 流域下水道 法第２条第４号に規定する流域下水道をいう。  

⑷ 排水設備 法第１０条第１項に規定する排水設備（屋内の排水管、

これに固着する洗面器及び水洗便所のタンク並びに便器を含み、し尿

浄化槽を除く。）をいう。 

⑸ 特定施設 法第１１条の２第２項に規定する特定施設をいう。  

⑹ 除害施設 法第１２条第１項に規定する除害施設をいう。  

⑺ 特定事業場 法第１２条の２第１項に規定する特定事業場をいう。  
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⑻ 使用者 下水を公共下水道に排除してこれを使用する者をいう。  

⑼ 水道及び給水装置 それぞれ水道法（昭和３２年法律第１７７号）

第３条第１項に規定する水道及び同条第９項に規定する給水装置をい

う。 

⑽ 使用月 下水道使用料徴収の便宜上区分されたおおむね１月の期間

をいう。 

（代理人の選定） 

第３条 水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理

者」という。）は、排水設備を設けなければならない者又は使用者が市

内に居住しないときその他必要と認めたときは、この条例に定める事項

を処理させるため、市内に居住する者のうちから代理人を選定させるこ

とができる。 

第２章 排水設備の設置等 

（排水設備の接続方法及び内径等） 

第４条 排水設備の新設、増設又は改築（以下「新設等」という。）を行

おうとするときは、次に定めるところによらなければならない。  

⑴ 公共下水道に下水を流入させるために設ける排水設備は、汚水と雨

水を分離して排除する構造とし、汚水を排除すべき排水設備にあって

は、公共下水道の取付管その他の排水施設（法第１１条第１項の規定

により、又は同項の規定に該当しない場合に所有者の承諾を得て、他

人の排水設備により下水を排除する場合における他人の排水設備を含

む。以下この条において「取付管等」という。）で汚水を排除すべき

ものに、雨水を排除すべき排水設備にあっては、取付管等で雨水を排

除すべきものに固着させること。 

⑵ 排水設備を取付管等に固着させるときは、公共下水道の施設の機能

を妨げ、又はその施設を損傷するおそれのない箇所及び工事の実施方

法で管理者が定めるものによること。 

⑶ 汚水を排除すべき排水管の内径及び勾配は、管理者が特別の理由が

あると認めた場合を除き、次の表に定めるところによるものとし、排

水渠
きよ

の断面積は、同表の左欄の区分に応じそれぞれ同表の中欄及び右
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欄に掲げる内径及び勾配の排水管と同程度以上の流下能力のあるもの

とすること。ただし、一の建築物から排除される汚水の一部を排除す

べき排水管で延長が３メートル以下のものの内径は、７５ミリメート

ル以上とすることができる。 

排水人口 

（単位 人） 

排水管の内径 

（単位 ミリメート

ル） 

勾配 

１５０未満 １００ １００分の２．０以上 

１５０以上３００未満 １２５ １００分の１．７以上 

３００以上５００未満 １５０ １００分の１．５以上 

５００以上 ２００以上 １００分の１．２以上 

⑷ 雨水を排除すべき排水管の内径及び勾配は、管理者が特別の理由が

あると認めた場合を除き、次の表に定めるところによるものとし、排

水渠
きょ

の断面積は、同表の左欄の区分に応じそれぞれ同表の中欄及び右

欄に掲げる内径及び勾配の排水管と同程度以上の流下能力のあるもの

とすること。ただし、一の敷地から排除される雨水の一部を排除すべ

き排水管で延長が３メートル以下のものの内径は、７５ミリメートル

以上とすることができる。 

排水面積 

（単位 平方メート

ル） 

排水管の内径 

（単位 ミリメート

ル） 

勾配 

２００未満 １００ １００分の２．０以上 

２００以上４００未満 １２５ １００分の１．７以上 

４００以上６００未満 １５０ １００分の１．５以上 

６００以上１，５００

未満 

２００ １００分の１．２以上 

１，５００以上 ２５０以上 １００分の１．０以上 

２ 法第２４条第１項第３号に規定する排水施設に接続する排水施設の新

設等を行おうとするときは、前項の規定を準用する。  
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（排水設備等の計画の確認） 

第５条 排水設備又は法第２４条第１項の規定によりその設置について許

可を受けるべき排水施設（以下これらを「排水設備等」という。）の新

設等を行おうとする者は、あらかじめ、その計画が排水設備等の設置及

び構造に関する法令の規定に適合するものであることについて、企業管

理規程で定めるところにより、申請書に必要な書類を添付して提出し、

管理者の確認を受けなければならない。 

２ 前項の申請者は、同項の申請書及びこれに添付した書類に記載した事

項を変更しようとするときは、あらかじめ、その変更について書面によ

り届け出て、同項の規定による管理者の確認を受けなければならない。

ただし、排水設備等の構造に影響を及ぼすおそれのない軽微な変更で管

理者が定めるものにあっては、この限りでない。  

（排水設備等の工事の検査） 

第６条 排水設備等の新設等の工事を行った者は、その工事を完了したと

きは、工事の完了した日から５日以内にその旨を管理者に届け出て、そ

の工事が排水設備等の設置及び構造に関する法令の規定に適合するもの

であることについて、市職員の検査を受けなければならない。  

２ 前項の検査をする職員は、同項の検査をした場合において、その工事

が排水設備等の設置及び構造に関する法令及びこの条例の規定に適合し

ていると認めたときは、当該排水設備等の新設等を行った者に対し、管

理者が定めるところにより、検査済証を交付するものとする。  

（在来排水施設の認定） 

第７条 在来の排水施設を排水設備等として使用しようとする者は、企業

管理規程で定めるところにより、管理者の認定を受けなければならない  

。ただし、雨水のみを排除するものについては、この限りでない。  

２ 前条第２項の規定は、前項の場合に準用する。  

第３章 排水設備等の工事の事業に係る指定  

（排水設備の工事の実施） 

第８条 排水設備等の新設等の工事（管理者が定める軽微な工事を除く。 

）は、管理者が指定した排水設備工事店（以下「指定工事店」という。  
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）でなければ、行ってはならない。 

 （指定工事店の指定の申請等） 

第９条 前条の指定を受けようとする者は、管理者に指定の申請をしなけ

ればならない。 

２ 前条の指定の有効期間は、当該指定を受けた日から起算して４年とす

る。ただし、管理者は、特別の理由があると認めるときは、これを短縮

することができる。 

３ 指定工事店は、前項の有効期間満了後も引き続き指定を受けようとす

るときは、管理者に指定の更新を申請しなければならない。  

（指定基準） 

第１０条 指定工事店として第８条の管理者の指定を受けようとする者は 

、次に掲げる要件を備えていなければならない。  

⑴ 埼玉県内に営業所があること。 

⑵ 営業所ごとに、第１４条に規定する排水設備工事責任技術者を選任

していること。ただし、埼玉県内の他の営業所について兼任すること

を妨げない。 

⑶ 排水設備等の新設等の工事の施工に必要な機械器具を有しているこ

と。 

⑷ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

イ 第１３条の規定により指定を取り消され、その取消しの日から２

年を経過しない者 

ウ 第１８条の規定により登録を取り消され、その取消しの日から２

年を経過しない者 

エ その業務に関し不正又は不誠実な行為をするおそれがあると認め

るに足りる相当の理由がある者 

  オ 精神の機能の障害により排水設備等の新設等の工事の事業を適正

に営むに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うこと

ができない者 

カ 法人であって、その役員のうちにアからオまでのいずれかに該当
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する者があるもの 

（指定工事店証） 

第１１条 管理者は、指定工事店の指定をしたときは、白岡市指定排水設

備工事店証（以下「指定工事店証」という。）を交付するものとする。 

（指定工事店の責務及び遵守事項） 

第１２条 指定工事店は、下水道に関する法令、条例、企業管理規程その

他管理者が定めるところに従い、誠実に排水設備等の新設等の工事を施

工しなければならない。 

２ 指定工事店は、企業管理規程で定める事項を遵守しなければならない 

 。 

（指定の停止又は取消し） 

第１３条 管理者は、指定工事店が次の各号のいずれかに該当するときは  

、６月を超えない範囲内において指定工事店の指定の効力を停止し、又

は当該指定を取り消すことができる。 

⑴ 不正の手段により第８条の指定を受けたとき。  

⑵ 第１０条各号に適合しなくなったとき。  

⑶ 前条に規定する指定工事店の責務及び遵守事項に従った適正な排水

設備等の新設等の工事の施工ができないと認められるとき。  

⑷ 次条の規定に違反したとき。 

⑸ その施工する排水設備等の新設等の工事が下水道施設の機能に障害

を与え、又は与えるおそれが大であるとき。  

（排水設備工事責任技術者） 

第１４条 排水設備等の新設等の工事に関する技術上の管理は、管理者又

は埼玉県内の他の市町村若しくは一部事務組合の登録を受けた排水設備

工事責任技術者（以下「責任技術者」という。）でなければ行ってはな

らない。 

（責任技術者の登録の申請等） 

第１５条 前条の登録を受けようとする者は、管理者に登録の申請をしな

ければならない。 

２ 前条の登録の有効期間は、登録を受けた年の４月１日から起算して５
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年とする。ただし、管理者が特に必要があると認めたときは、当該期間

を短縮することができる。 

３ 管理者は、第１項の規定により登録の申請をした者が、埼玉県下水道

協会（以下次項において「県協会」という。）が実施する下水道排水設

備工事責任者認定共通試験（以下第５項において「試験」という。）に

合格した者であるときは、責任技術者として登録するものとする。  

４ 責任技術者の登録を受けた者は、第２項の登録期間の満了後も引き続

き登録を受けようとするときは、当該期間が満了する日までに県協会が

実施する更新講習を修了し、管理者に登録の更新を申請しなければなら

ない。 

５ 管理者は、第３項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当す

る者に対しては、責任技術者の登録を行わないことができる。 

⑴ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者  

⑵ 不法行為、不正行為等によって試験の合格を取り消され、又は責任

技術者としての登録を取り消されてから２年を経過していない者 

⑶ 精神の機能の障害により責任技術者の職務を適正に営むに当たって

必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者  

（責任技術者証） 

第１６条 管理者は、責任技術者の登録をしたときは、白岡市排水設備工

事責任技術者証（以下「責任技術者証」という。）を交付するものとす

る。 

２ 責任技術者は、排水設備等の新設等の工事の業務に従事するときは、

常に責任技術者証を携帯し、市職員等の要求があったときは、これを提

示しなければならない。 

３ 責任技術者は、責任技術者証を滅失し、汚損し、又は毀損したときは 

、管理者に再交付の申請をしなければならない。 

（責任技術者の責務等） 

第１７条 責任技術者は、下水道に関する法令、条例、企業管理規程その

他管理者が定めるところに従い、排水設備等の新設等の工事の設計及び

施工（監理を含む。）に当たらなければならない。 
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２ 責任技術者は、当該工事の完了検査に立ち会わなければならない。  

（責任技術者の登録の停止又は取消し） 

第１８条 管理者は、責任技術者が次の各号のいずれかに該当するときは  

、６月を超えない範囲内において登録の効力を停止し、又は当該登録を

取り消すことができる。 

⑴ 第１５条第５項第１号又は第３号に該当するに至つたとき。 

⑵ 前条の規定に違反したとき。 

⑶ 偽りその他不正な手段により、第１４条の登録を受けたとき。 

第４章 公共下水道の使用 

（特定事業場からの下水の排除の制限）  

第１９条 特定事業場から下水を排除して公共下水道を使用する者は、法

第１２条の２第３項及び第５項の規定により、次に定める基準に適合し

ない水質の下水を排除してはならない。  

⑴ アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量  １リット

ルにつき３８０ミリグラム未満 

⑵ 水素イオン濃度 水素指数５を超え９未満 

⑶ 生物化学的酸素要求量 １リットルにつき５日間に６００ミリグラ

ム未満 

⑷ 浮遊物質量 １リットルにつき６００ミリグラム未満  

⑸ ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

ア 鉱油類含有量 １リットルにつき５ミリグラム以下 

イ 動植物油脂類含有量 １リットルにつき３０ミリグラム以下  

⑹ 窒素含有量 １リットルにつき２４０ミリグラム未満  

⑺ 燐
りん

含有量 １リットルにつき３２ミリグラム未満  

２ 特定事業場から排除される下水に係る前項に規定する水質の基準は、

次の各号に掲げる場合においては、同項の規定にかかわらず、それぞれ

当該各号に規定する緩やかな排水基準とする。 

⑴ 前項第１号、第６号又は第７号に掲げる項目に係る水質に関し、当

該下水が当該公共下水道からの放流水又は当該流域下水道からの放流

水に係る公共の水域に直接排除されたとした場合においては、水質汚
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濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）第３条第１項の規定による環

境省令により、又は同法第３条第３項の規定による条例により、当該

各号に定める基準より緩やかな排水基準が適用されるときは、その排

水基準とする。 

⑵ 前項第２号から第５号までの規定に掲げる項目に係る水質に関し、

当該下水が河川その他の公共の水域（湖沼を除く。）に直接排除され

たとした場合においては、水質汚濁防止法第３条第１項の規定による

環境省令により、当該各号に定める基準より緩やかな排水基準が適用

されるときは、その排水基準とする。 

（除害施設の設置等） 

第２０条 法第１２条第１項の規定により、次に定める基準に適合しない

下水（水洗便所から排除される汚水を除く。）を継続して排除して公共

下水道を使用する者は、除害施設を設けてこれをしなければならない。 

⑴ 温度 ４５度未満 

⑵ 水素イオン濃度 水素指数５を超え９未満 

⑶ ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

ア 鉱油類含有量 １リットルにつき５ミリグラム以下 

イ 動植物油脂類含有量 １リットルにつき３０ミリグラム以下  

⑷ 沃
よう

素消費量 １リットルにつき２２０ミリグラム未満 

２ 法第１２条の１１第１項の規定により、次に定める基準に適合しない

下水（水洗便所から排除される汚水及び法第１２条の２第１項又は第５

項の規定により公共下水道に排除してはならないこととされるものを除

く。）を継続して排除して公共下水道を使用する者は、除害施設を設け

てこれをしなければならない。 

⑴ 下水道法施行令（昭和３４年政令第１４７号）第９条の４第１項各

号に掲げる物質 それぞれ当該各号に定める数値。ただし、同条第４

項に規定する場合においては、同項に規定する基準に係る数値とする  

 。 

⑵ 温度 ４５度未満 

⑶ アンモニア性窒素、亜硝酸性窒素及び硝酸性窒素含有量  １リット
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ルにつき３８０ミリグラム未満 

⑷ 水素イオン濃度 水素指数５を超え９未満 

⑸ 生物化学的酸素要求量 １リットルにつき５日間に６００ミリグラ

ム未満 

⑹ 浮遊物質量 １リットルにつき６００ミリグラム未満  

⑺ ノルマルヘキサン抽出物質含有量 

ア 鉱油類含有量 １リットルにつき５ミリグラム以下 

イ 動植物油脂類含有量 １リットルにつき３０ミリグラム以下  

⑻ 窒素含有量 １リットルにつき２４０ミリグラム未満  

⑼ 燐
りん

含有量 １リットルにつき３２ミリグラム未満  

⑽ 前各号に掲げる物質又は項目以外のもので条例により当該公共下水

道（当該公共下水道が法第６条第５号に規定する流域関連公共下水道

である場合には、当該公共下水道が接続する流域下水道）からの放流

水に関する排水基準が定められたもの（第５号に掲げる項目に類似す

る項目及び大腸菌数を除く。） 当該排水基準に係る数値 

３ 製造業又はガス供給業の用に供する施設から下水を排除して公共下水

道を使用する者に関する前項の規定の適用については、それらの施設か

ら排除される汚水の合計量がその処理施設（当該公共下水道が接続する

流域下水道の処理施設。以下この項において同じ。）で処理される汚水

の量の４分の１以上であるとき、又はその処理施設に達するまでに他の

汚水により十分に希釈されることができないと認められるときその他や

むを得ない理由があるときは、同項第２号中「４５度未満」とあるのは

「４０度未満」と、同項第３号中「３８０ミリグラム未満」とあるのは

「１２５ミリグラム未満」と、同項第４号中「５を超え９未満」とある

のは「５．７を超え８．７未満」と、同項第５号中「６００ミリグラム

未満」とあるのは「３００ミリグラム未満」と、同項第６号中「６００

ミリグラム未満」とあるのは「３００ミリグラム未満」と、同項第８号

中「２４０ミリグラム未満」とあるのは「１５０ミリグラム未満」と、

同項第９号中「３２ミリグラム未満」とあるのは「２０ミリグラム未満 

」とする。 
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４ 前３項の規定は、使用者の排除する下水の量が企業管理規程で定める

それぞれの項目に関し、企業管理規程で定める量の範囲内であるときは

適用しない。ただし、管理者が特に必要と認める場合は、この限りでな

い。 

（除害施設の設置等の届出） 

第２１条 除害施設を設置し、休止し又は廃止しようとする者は、企業管

理規程で定めるところにより、あらかじめ、その旨を管理者に届け出な

ければならない。届け出た事項を変更しようとするときも、同様とする  

 。 

２ 現に除害施設を設置している者が、当該施設に係る工場又は事業場か

ら継続して下水を排除して公共下水道を使用することとなったときは、

その日から３０日以内に企業管理規程で定めるところにより、その旨を

管理者に届け出なければならない。 

（除害施設の計画変更の指示） 

第２２条 管理者は、前条第１項の規定による届出があった場合において 

、当該届出に係る除害施設を設置しようとする工場又は事業場から公共

下水道に排除される汚水の水質が、公共下水道への排出口において第１

９条及び第２０条の規定により定める基準に適合しないと認めるときは  

、その届出を受理した日から６０日以内に限り、その届出をした者に対

し、その届出に係る除害施設の構造又は汚水の処理方法に関する計画の

変更を指示することができる。 

（除害施設の実施の制限） 

第２３条 第２１条第１項の規定による届出をした者は、その届出が受理

された日から６０日を経過した後でなければ、その届出に係る除害施設

を設置し、又は除害施設の構造若しくは除害施設から排出される汚水の

処理方法を変更してはならない。 

２ 管理者は、第２１条第１項の規定による届出に係る事項の内容が相当

であると認めるときは、前項の期間を短縮することができる。  

（除害施設の工事の完了の届出） 

第２４条 除害施設の新設等を行った者は、企業管理規程で定めるところ
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により、工事の完了した日から５日以内にその旨を管理者に届け出なけ

ればならない。 

（除害施設の承継） 

第２５条 第２１条の規定による届出をした者からその届出に係る除害施

設を譲り受け、又は借り受けた者は、当該届出をした者の地位を承継す

る。 

２ 第２１条の規定による届出をした者について、相続、合併又は分割（ 

その届出に係る除害施設を承継させるものに限る。）があったときは、

相続人、合併後存続する法人若しくは合併により設立された法人又は分

割により当該除害施設を承継した法人は、当該届出をした者の地位を承

継する。 

３ 前２項の規定により第２１条の規定による届出をした者の地位を承継

した者は、その承継があった日から３０日以内に、その旨を管理者に届

け出なければならない。 

（除害施設管理責任者の選任及び届出）  

第２６条 除害施設の設置者は、管理者が定める除害施設の維持管理に関

する業務を担当させるため、除害施設を設置した日から１４日以内に除

害施設管理責任者（以下「責任者」という。）を選任しなければならな

い。 

２ 除害施設の設置者は、前項の規定により責任者を選任したときは、そ

の日から７日以内にその旨を管理者に届け出なければならない。責任者

を変更したときも、同様とする。 

３ 責任者の資格は、管理者が定める。 

（責任者の変更指示） 

第２７条 管理者は、責任者が企業管理規程で定める業務を怠った場合は 

、除害施設の設置者に対し、責任者の変更を指示することができる。  

（水質の測定等） 

第２８条 除害施設の設置者（特定施設の設置者を除く。）は、管理者が

定めるところにより、除害施設から公共下水道に排除される汚水の水質

を測定し、その結果を記録しておかなければならない。 
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（報告の徴収） 

第２９条 管理者は、公共下水道を適正に管理するため必要な限度におい

て、除害施設の設置者（特定施設の設置者を除く。）から当該工場又は

事業場の状況及び除害施設から排除する汚水の水質に関し、報告を徴し  

、又は資料の提出を求めることができる。  

（計測装置の設置） 

第３０条 管理者は、工場又は事業場から排除される汚水量又は水質を測

定するため必要と認めたときは、当該工場又は事業場の敷地内の適当な

場所に計測装置を設置させることができる。  

（排除の停止又は制限） 

第３１条 管理者は、公共下水道への排除が次の各号のいずれかに該当す

るときは、排除を停止させ、又は制限することができる。  

⑴ 公共下水道を損傷するおそれがあるとき。  

⑵ 公共下水道の機能を阻害するおそれがあるとき。  

⑶ 前２号に掲げるもののほか、管理者が管理上必要があると認めると

き。 

（し尿排除の制限） 

第３２条 使用者は、し尿を公共下水道に排除するときは、水洗便所によ

ってこれをしなければならない。 

（使用開始等の届出） 

第３３条 使用者は、公共下水道の使用を開始し、休止し、若しくは廃止

し、又は現に休止しているその使用を再開したときは、企業管理規程で

定めるところにより、遅滞なく、その旨を管理者に届け出なければなら

ない。ただし、雨水のみを排除して公共下水道を使用する場合は、この

限りでない。 

２ 法第１１条の２、法第１２条の３、法第１２条の４又は法第１２条の

７の規定による届出をした者は、前項の規定による届出をした者とみな

す。 

（使用料の徴収） 

第３４条 管理者は、公共下水道の使用について、使用者から使用料を徴
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収する。 

２ 前項の使用料は、口座振替、納入通知書又は集金の方法により２月分

まとめて徴収する。ただし、管理者が必要と認めたときは、この限りで

ない。 

３ 前項の規定にかかわらず、管理者は、土木建築に関する工事の施工に

伴う排水のため公共下水道を使用する場合その他公共下水道を一時使用

する場合において必要と認めるときは、使用料を前納させることができ

る。この場合において、使用料の精算及びこれに伴う追徴又は還付は、

使用者から公共下水道の使用を廃止した旨の届出があったときその他管

理者が必要と認めたときに行う。 

（使用料の算定方法） 

第３５条 使用料の算定は、次に定めるところによる。 

⑴ 使用料の額は、使用者が公共下水道に排除した汚水量に応じ、別表

に定めるところにより算出された基本使用料及び超過使用料の合計額

に、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）に基づく消費税額及び地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）に基づく地方消費税額を加えて

得た額（この額に１円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額  

）とする。 

⑵ 前号に定める使用料の額は、隔月ごとの定例日（使用料算定の基準

日として、あらかじめ管理者が定めた日をいう。）現在において算定

した汚水排除量を、各月均等とみなして算定する。 

２ 使用者が排除した汚水の量の算定は、次に定めるところによる。  

⑴ 水道水を使用した場合は、水道の使用水量とする。ただし、２以上

の使用者が給水装置を共同で使用している場合において、それぞれの

使用者の使用水量を確知することができないときは、それぞれの使用

の態様を勘案して管理者が認定する。 

⑵ 水道水以外の水を使用した場合は、その使用水量とし、当該使用水

量は使用者の使用の態様を勘案して管理者が認定する。  

⑶ 製氷業その他の営業で、その営業に伴い使用する水の量が公共下水

道に排除する汚水の量と著しく異なるものを営む使用者は、企業管理
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規程で定めるところにより、毎使用月、その使用月に公共下水道に排

除した汚水の量及びその算出の根拠を記載した申告書を、その使用月

の末日から起算して７日以内に管理者に提出しなければならない。こ

の場合において、前２号の規定にかかわらず、管理者は、その申告書

の記載を勘案してその使用者の排除した汚水の量を認定するものとす

る。 

３ 管理者は、前項の規定による認定をするために必要があると認めたと

きは、適当な場所に使用水量を計測するための装置を設置させることが

できる。 

４ 管理者は、使用者が使用月の中途において公共下水道の使用を開始し  

、休止し、若しくは廃止し、又は現に休止しているその使用を再開した

ときも、当該使用月の使用料は、１使用月分として算定する。  

（資料の提出） 

第３６条 管理者は、使用料を算出するために必要な限度において、使用

者から資料の提出を求めることができる。  

第５章 公共下水道の構造の技術上の基準等 

（公共下水道の構造の技術上の基準） 

第３７条 法第７条第２項に規定する条例で定める排水施設（これを補完

する施設を含む。）の構造の基準は、次のとおりとする。  

⑴ 堅固で耐久力を有する構造とすること。  

⑵ コンクリートその他の耐水性の材料で造り、かつ、漏水及び地下水

の浸入を最少限度のものとする措置が講ぜられていること。ただし、

雨水を排除すべきものについては、多孔管その他雨水を地下に浸透さ

せる機能を有するものとすることができる。  

⑶ 屋外にあるもの（生活環境の保全又は人の健康の保護に支障が生ず

るおそれのないものとして管理者が定めるものを除く。）にあっては  

、覆い又は柵の設置その他下水の飛散を防止し、及び人の立入りを制

限する措置が講ぜられていること。 

⑷ 下水の貯留等により腐食するおそれのある部分にあっては、ステン

レス鋼その他の腐食しにくい材料で造り、又は腐食を防止する措置が
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講ぜられていること。 

⑸ 地震によって下水の排除及び処理に支障が生じないよう地盤の改良  

、可撓継手の設置その他の管理者が定める措置が講ぜられていること 

  。 

⑹ 排水管の内径及び排水渠
きょ

の断面積は、管理者が定める数値を下回ら

ないものとし、かつ、計画下水量に応じ、排除すべき下水を支障なく

流下させることができるものとすること。  

⑺ 流下する下水の水勢により損傷するおそれのある部分にあっては、

減勢工の設置その他水勢を緩和する措置が講ぜられていること。  

⑻ 暗渠
きょ

その他の地下に設ける構造の部分で流下する下水により気圧が

急激に変動する箇所にあっては、排気口の設置その他気圧の急激な変

動を緩和する措置が講ぜられていること。  

⑼ 暗渠
きょ

である構造の部分の下水の流路の方向又は勾配が著しく変化す

る箇所その他管渠
きょ

の清掃上必要な箇所にあっては、マンホールを設け

ること。 

⑽ ます又はマンホールには、蓋（汚水を排除すべきます又はマンホー

ルにあっては、密閉することができる蓋）を設けること。  

（適用除外） 

第３８条 前条の規定は、次に掲げる公共下水道については、適用しない  

 。 

⑴ 工事を施工するために仮に設けられる公共下水道  

⑵ 非常災害のために必要な応急措置として設けられる公共下水道  

第６章 雑則 

（改善命令） 

第３９条 管理者は、公共下水道の管理上必要があると認めるときは、排

水設備又は除害施設の設置者若しくは使用者に対し、期限を定めて、排

水設備又は除害施設の構造若しくは使用の方法の変更を書面をもって命

じることができる。 

（行為の許可） 

第４０条 法第２４条第１項の許可を受けようとする者は、企業管理規程
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で定める申請書を提出し、管理者の許可を受けなければならない。許可

を受けた事項の変更をしようとするときも、同様とする。  

（許可を要しない軽微な変更） 

第４１条 法第２４条第１項の条例で定める軽微な変更は、公共下水道の

施設の機能を妨げ、又はその施設を損傷するおそれのない物件で同項の

許可を受けて設けた物件（地上に存する部分に限る。）に対する添加で

あって、同項の許可を受けた者が当該物件を設ける目的に付随して行う

ものとする。 

（占用） 

第４２条 公共下水道の敷地又は排水施設に物件（以下「占用物件」とい

う。）を設け、継続して公共下水道の敷地又は排水施設を占用しようと

する者は、企業管理規程で定める申請書を提出し、管理者の許可を受け

なければならない。許可を受けた事項を変更しようとするときも、同様

とする。 

２ 占用物件の設置について法第２４条第１項の許可を受けたときは、そ

の許可をもって占用の許可とみなす。 

３ 管理者は、第１項の許可を受けた者から、白岡市道路占用料徴収条例

（昭和５９年白岡町条例第１０号）を準用して占用料を徴収する。ただ

し、次の各号に掲げる占用物件については、この限りでない。  

⑴ 公共下水道に下水を排除することを目的とする占用物件  

⑵ 国の行う事業で一般会計をもって経理するものに係る占用物件  

⑶ 国の行う事業で特別会計をもって経理するもののうち企業的性格を

有しない事業に係る占用物件 

⑷ 地方公共団体の行う事業で地方公営企業法（昭和２７年法律第２９

２号）第２条第１項に規定する地方公営企業以外の事業に係る占用物

件 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、管理者が特に必要があると認めた占用

物件 

（占用期間） 

第４３条 前条第１項の規定による占用の期間は、５年以内とする。これ
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を更新しようとする場合の期間についても、同様とする。  

（原状回復） 

第４４条 第４２条第１項の許可を受けた者は、その許可により占用物件

を設けることができる期間が満了したとき、又は当該占用物件を設ける

目的を廃止したときは、当該占用物件を除却し、公共下水道を原状に回

復しなければならない。ただし、管理者が原状に回復することが不適当

であると認めたときは、この限りでない。  

２ 管理者は、第４２条第１項の許可を受けた者に対して、前項の原状回

復又は原状に回復することが不適当な場合の措置について必要な指示を

することができる。 

（使用料等の減免） 

第４５条 管理者は、公益上その他特別の事情があると認めたときは、こ

の条例で定める使用料又は占用料を減免することができる。 

（手数料） 

第４６条 管理者は、次の各号に掲げる事務について、当該事務の申請者

から、当該各号に定める額の手数料を徴収する。  

⑴ 指定工事店の指定 １件につき ２万円 

⑵ 指定工事店の更新 １件につき ５，０００円 

⑶ 責任技術者の登録 １件につき １万円 

⑷ 責任技術者の登録替え １件につき ５，０００円 

⑸ 責任技術者の更新 １件につき ２，０００円 

２ 前項の手数料は、申請の際に徴収する。  

３ 既納の手数料は、返還しない。 

（委任） 

第４７条 この条例で定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、管理者が定める。 

第７章 罰則 

第４８条 次の各号のいずれかに該当する者は、５万円以下の過料に処す

る。 

⑴ 第５条の規定による確認又は第７条第１項の規定による認定を受け
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ないで排水設備等の新設等の工事を行った者  

⑵ 排水設備等の新設等の工事を行って第６条第１項の規定による届出

を同項に規定する期間内に行わなかった者  

⑶ 第８条の規定に違反して排水設備等の新設等の工事を実施した者  

⑷ 偽りその他不正な手段により第８条に規定する指定工事店の指定を

受けた者又は第１４条に規定する責任技術者の登録を受けた者  

⑸ 第２０条に規定する除害施設を設置しなかった者又は第２３条に規

定する期間を経過せずに除害施設を設置し、若しくは除害施設の構造

若しくは除害施設から排出される汚水の処理方法を変更した者 

⑹ 第２１条、第２４条、第２５条第３項、第２６条第２項又は第３３

条の規定による届出を怠った者 

⑺ 第２２条の規定による指示に従わなかった者  

⑻ 第２８条の規定による水質の測定又は結果の記録を怠った者  

⑼ 第２９条又は第３６条の規定による資料の提出を求められてこれを

拒否し、又は怠った者 

⑽ 第３９条に規定する命令に違反した者 

⑾ 第４０条又は第４２条第１項の規定による申請を怠った者  

⑿ 第５条第１項若しくは第４０条の規定による申請書若しくは書類、

第５条第２項本文、第２１条、第２６条第２項若しくは第３３条の規

定による届出書、第３５条第２項第３号の規定による申告書又は第２

９条若しくは第３６条の規定による資料で不実の記載のあるものを提

出した申請者、届出者、申告者又は資料の提出者  

第４９条 偽りその他不正な手段により使用料又は占用料の徴収を免れた

者に対し、その徴収を免れた金額の５倍に相当する金額（当該５倍に相

当する金額が５万円を超えないときは、５万円とする。）以下の過料に

処する。 

第５０条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従

業者が、その法人又は人の業務に関し、前２条の違反行為をしたときは  

、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して、各本条の過料を科す

る。 
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附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 （白岡市農業集落排水処理施設条例の一部改正）  

２ 白岡市農業集落排水処理施設条例（平成１２年白岡町条例第８号）の

一部を次のように改正する。 

 第７条中「白岡市下水道条例（平成１５年白岡町条例第８号）」を「  

白岡市下水道条例（令和 年白岡市条例第 号）」に改める。 

 

別表（第３５条関係） 

区分 

基本使用料 

（１月につき） 

超過使用料 

（１立方メートル増すごとに） 

汚水排除量 金額 汚水排除量 金額 

一般汚水 １０立方メ

ートルまで 

１，２９１円 １０立方メートルを超え

２０立方メートルまで 

１２６円 

２０立方メートルを超え

３５立方メートルまで 

１４２円 

３５立方メートルを超え

５０立方メートルまで 

１５９円 

５０立方メートルを超え

１００立方メートルまで 

１７４円 

１００立方メートルを超

える分 

１９１円 

公衆浴場

汚水 

１００立方

メートルま

で 

９，５８４円 １００立方メートルを超

える分 

９５円 

臨時 １０立方メ

ートルまで 

３，１９３円 １０立方メートルを超え

る分 

３１９円 
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令和６年１２月５日提出 

 

白岡市長 藤井 栄一郎   

 

提 案 理 由 

下水道法施行令、国土交通省が定める標準下水道条例の改正等に伴い、

所要の整備を行うため、本条例改正の必要を認め、この案を提出するもの

である。 

 


